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東温市家庭教育学級推進事業委託契約書

東温市長　加藤　章（以下「委託者」という。）と○○○小学校家庭教育学級　学級長
○○　○○（以下「受託者」という。）とは、家庭教育学級推進事業について次のとおり契約を締結する。

（委託の目的）

第１条　委託者は、東温市家庭教育学級推進事業実施要領及び東温市家庭教育学級推進事業実施要綱の規定に基づき、東温市家庭教育学級推進事業(以下「委託事業」という。)を受託者に委託する。
（委託料）
第２条　委託者は、受託者に委託料３０，０００円を支払う。
２　委託者は、前項に定める金額を受託者からの請求を受けた日から起算して３０日以内に支払うものとする。
（委託期間）

第３条　委託事業の委託期間は、契約締結の日から令和９年３月３１日までとする。
（禁止事項）

第４条　受託者は、委託料を委託事業に係る経費以外の支払に充当してはならない。

２　受託者は、委託事業の全部又は一部を第三者に委託してはならない。

３　受託者は、この契約によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡してはならない。

（委託者の指導監督）
第５条　委託者は、適正な委託事業の執行を図るため、受託者に対して常に状況に応じた監督を行い、契約の履行を確保するものとする。

２　受託者は、前項の規定による監督を受け、委託者から改善命令がなされた場合は、その補正等の措置をしなければならない。
（契約の解除）

第６条　委託者は、受託者が次の各号の一に該当するときは、この契約を解除することができる。
（１）委託期間内に委託事業の履行の見込みがないとき。
（２）委託料を委託事業に要する経費以外の支払に充てたとき。
（３）前条第２項の規定による委託者からの改善命令に従わないとき。
（４）前３号のほか、この契約に違反し、その違反によりこの契約の目的を達成することが　　できないと認められるとき。

２　前項の規定により契約が解除された場合、受託者は受領済みの委託料の全額又は一部を返還しなければならない。
（協議事項）

第７条　この契約書に定めのない事項及びこの契約の条項について疑義が生じたときは、委託者と受託者が協議の上、定めるものとする。

　この契約の成立を証するため、本書２通を作成し、当事者が記名押印の上、各自１通を保
有する。

　
　令和　　年　　月　　日

　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　（委託者）東温市見奈良５３０番地１
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東温市長　 加藤　　章 　　    印
　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　（受託者）東温市●●△△△△番地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○小学校　家庭教育学級　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学級長　　○○　○○　　      印

様式第2号(第2条関係)





日付は記入しないでください。





注意：両面印刷をお願いします。








